
－53－

1 ．はじめに 

1-1．日本の ICT 環境について

今日、Society 5.0の到来など、大きな社会の変革が

起こっている。文部科学省は ICT 活用推進に関わる多

くの報告（18），（24）で Society 5.0について以下のように説

明している「Society 5.0は、人工知能（AI）、ビッグ

データ、Internet of Things（IoT）、ロボティクス等の

先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り

入れられ、社会の在り方そのものが「非連続的」と言

えるほど劇的に変わることを示唆する社会の姿のこと

を指す」。そして今後の子供たちが具備すべき「情報

活用能力」、すなわち情報や情報手段を主体的に選択

し活用していくための基礎的な資質の習得や、情報社

会への対応力の重要性を強く指摘している。

平成29年 3 月に小学校及び中学校の新学習指導要領

が、30年 3 月に高等学校の新学習指導要領が公示さ

れ、この改訂により、「情報活用能力」が、言語能力

などと同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置

付けられ、各学校におけるカリキュラム・マネジメン

トを通じて、教育課程全体で育成するものとなった。

また、新学習指導要領総則では、各学校において、コ

ンピュータや情報通信ネットワークなどの ICT 環境

を整備し、これらを適切に活用した学習活動の充実に

配慮することを新たに明記している。

「情報活用能力」とは、「世の中の様々な事象を情報

とその結び付きとして捉え、情報及び情報技術を適切

かつ効果的に活用して問題を発見・解決したり、自分

の考えを形成したりしていくための必要な資質・能

力」を指す。これらの育成のためには、各教科等の特

質に応じて適切な学習場面で育成を図ることが重要と

なる。情報活用能力はカリキュラム・マネジメントに

より教育課程全体で育成することが必要であり、各学

校は、児童生徒や学校、地域の実態を適切に把握し、

情報活用能力育成の観点から教育課程を編成して、組

織的かつ計画的に教育活動の質の向上を図ることが求

エストニアと日本の理科教育の比較から見える
教育戦略と参考とすべき視点

＊渡　辺　　　尚・ ＊猪　狩　　　豪

要　旨

日本とエストニアの理科教育の比較を行った結果、①エストニアでは情報処理能力を重視した教育を行っており、

学習指導要領には日本よりも多く、より具体的な ICT の活用例が記載されていること、②日本の大学生はエストニア

の高等教育（大学相当）を受けている学生と比較して自主的な学習時間が半分以下であること、③日本のデジタル教

材『NHK for school』では、教員が欲しい教材を探しやすい工夫がなされている特徴があるのに対して、エストニア

のデジタル教材『e-schoolbag』では、教員が教材をアップできるため教材が豊富にあり、閲覧者がフィードバックや

コメントを残せるため、製作者が教材の修正がしやすい点が特徴的であることが明らかとなった。本研究を通して、

今後の日本の理科教育には、現在の ICT 教育の特徴に加え、エストニアのようにアップデート可能なデジタル教材

が活用できるなど、教員・生徒共に ICT 教育を利用しやすい環境づくりが重要になると考えられる。

Key words： キーコンピテンシー、ICT 教育，理科教育、エストニア、PISA 調査

＊ 宮城教育大学 教科教育学域 （理科教育学）



－54－

められる。文部科学省では、平成28年度から、「次世

代の教育情報化推進事業」において、推進校（情報教

育推進校：IE － School）を指定し、カリキュラム・

マネジメントを通じた情報活用能力の育成に関する研

究を実施している .

教科指導における ICT の活用は、子供たちの学習

への興味・関心を高め、分かりやすい授業を実現する

上で効果的と考えられている。

このような取り組みにあたって、学校では新学習指

導要領の実施を見据え、自治体における学校の ICT

環境整備を促進するため、資金活用の促進、市町村ご

との整備情報の見える化、要請に応じた「ICT 活用

教育アドバイザー」の派遣等を行っている（24）。

1-2．『電子国家』エストニアについて

エストニアは北欧にある人口約132万人、国土は日

本の 9 分の 1 の広さを持つ小国である。元々はソ連の

国家であったが、1991年に独立を達成した 。 独立後、

IT 等のイノベーション産業の誘致・育成を積極的に進

めており、現在はインターネットでの投票や医療分野

においてはカルテや処方箋も電子化されている等、さ

まざまな行政サービスが電子化している（15）。そして有

名なコミュニケーションツールである“Skype”（2004

年にリリースされた、Google Meet、Zoom のような

ビデオ通話サービス）の開発等、行政をはじめ生活の

あらゆる面で IT 化が進んでいることで知られている。

また、それは教育に関しても反映されている。エスト

ニアの教育制度は、初等教育 9 年間、中等教育 3 年間

のほか、中等専門学校、高等教育、高等専門学校など

がある。エストニアは独立後、予算の多くを教育に費

やし、「タイガーリープ」という ICT やプログラミン

グ教育についての教育改革を行い、プログラミング教

育を必修化させた。現在では学校でも担任の先生と保

護者との定期的な連絡は E メールで頻繁に行われ、ま

た小学校から多くの科目でコンピュータを導入した授

業が行われており、宿題もオンラインで提出すること

が多くなっている 。また多くの学校が“e-Kool”とい

う有料の民間サービスを採用しており、このサービス

を用いて生徒の出欠確認や試験結果、連絡先等をネッ

トワーク上で管理し、教師・生徒・保護者をつないで

いる（2），（14）。“e-Kool”活用の結果、教員の管理タスク

に費やす時間を最大50% 減少、授業のサボりが 5 年間

で30% 減少等、様々な良い影響が起きている。また、

ICT や IT に関する授業や体験学習を初等の段階から

行っている学校もある。さらに OECD が主催している

PISA の学習調査においてもヨーロッパ内で上位を維

持しており、日本と同等の成績を残している。

1-3．日本の現状と課題

前述した通り、ICT 教育に関して、 文部科学省「第

11章　ICT の活用の推進」（24）では、 学生用コンピュー

タの整備目標値である 3 人に 1 台に対して、2018年の

全国平均は児童生徒5.6人に 1 台となっており、都道

府県別で見ると、7.9人から1.8人と地域間で大きな差

があることが述べられている。無線 LAN の整備率に

ついては、目標値100% に対して2018年の全国平均は

34.5% となっており、こちらも地域間で大きな差があ

ることが述べられている。また NTT ラーニングシス

テムズ株式会社（2018）「教育委員会等における小学校

プログラミング教育に関する取組状況等について」で

は、 80.6％の自治体から ICT 支援員が不足している等

の意見が挙げられており、これらのことから未だに

ICT 教育が十分に整備されていないことが分かる。 

本研究では、1996年から教育をデジタル化してきて

おり近年学習到達度調査（PISA）の結果（2018）が

上位に位置し、科学的リテラシーでは日本とほとんど

同様の結果を示す「エストニアの理科教育」に注目

し、現在の日本の理科教育に活かせる点はないか調査

をし、日本との比較結果について報告する。

2 ．調査方法

2-1．OECD キーコンピテンシーとの対応の比較

OECD キーコンピテンシーとは、OECD の国際教

育指標（INES）事業が取り組んだ DeSeCo（Definition 

and Selection of Competencies）プロジェクトによっ

て提唱された教育で育まれるべきコンピテンシー（資

質や能力）のことを指す（14）。その内容は大きく分け

て図 1 のように 3 つあり、①「相互作用的に道具を用

いる力」、②「異質な集団で交流する力」、③「自律的

に活動する力」である。また、キーコンピテンシーは

それぞれの能力が別々に働くのではなく、ある文脈に

おいてすべての力が相互作用的に用いられることが期

待されている。 
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このキーコンピテンシーが提唱されて以降、多くの

国々がキーコンピテンシーに合わせた教育課程を作り

出している。そのため、エストニアと日本の理科の学

習指導要領から OECD キーコンピテンシーに対応し

ている箇所を抜き出し、どのような点において差があ

るのかを調査した。

今回の調査では、エストニアについての資料は日本

の義務教育期間に相当する“National curriculum for 

basic schools”（エストニアの学習指導要領）の付録資

料の Annex 4（理科についての資料）を用いて行っ

た（9）。 加えて“Õppe-ja kasvatuseesmärgid”（教科の

目標）を今回調査する範囲とした。

比較として、日本についての資料は『小学校学習指

導要領（平成29年告示）解説 生活編』、『小学校学習

指導要領（平成29年告示）解説 理科編』、『中学校学

習指導要領（平成29年告示）解説 理科編』の 3 つの

文献を用いた（19），（20），（21）。尚、「教科の目標」を今回調

査する範囲とした。

また、エストニアについては義務教育の 6 年目まで

は「科学」にまとめられるが、日本の中学校段階（ 7

～ 9 年生）では理科の各分野ごと（物理学、化学、生

物学、地理学、科学）に教科の目標が記載されていた

ため、各分野ごとについて調査を行った。

2-2．高等教育での学修時間の比較

「学修」とは、高等教育（大学）での授業と授業外

の自主的な予習・復習等の ２ つを含む概念である。つ

まり、 1 単位につき45時間の学修を要するということ

は、授業時間と授業外の予習・復習時間の合計が、45

時間必要な内容の科目が 1 単位であり、90時間必要な

科目は ２ 単位ということである。

今回の研究では、高等教育機関（大学）に所属して

いる学生の 1 週間の学修時間について比較を行った。

義務教育段階（小中学生に相当）の学生については、

比較可能なデータが発見できなかったため、調査の対

象とはしなかった。

エストニアについては“EUROSTUDENT”という

ヨーロッパの高等教育の社会的側面に関する信頼でき

る比較可能なデータを収集することを目的とした以下

のヨーロッパの学生調査結果を用いた（5），（6）。

“EUROSTUDENT_VI_Synopsis_of_Indicators”

（2018）はエストニアの大学生の学習時間に関するデー

タを収録したものである。日本については『第 ２ 回全

国大学生調査 GT 調査票』の日本の大学生の生活につ

いて調査した結果を用いた（17）。今回比較する内容は

“EUROSTUDENT_VI_Synopsis_of_Indicators”のカ

テゴリ分けを用い、“taught studies”（講義やゼミ等教

えられる学習時間）、“personal study time”（課題や読

書等個人的な学習時間）に分けて比較を行った。なお、

日本の学習時間について、a．授業・実験への出席と c．

卒業研究・実験・卒論の合計時間を “taught studies”、

b．授業・実験の課題、準備・復習と d．実験とは関係

のない学習・読書の合計時間を“personal study time”

として扱った。

また、“EUROSTUDENT_VI_Synops i s _ o f _

Indicators”と『第 ２ 回全国大学生調査 GT 調査票』

の調査対象が同等であるかを比較するため、「ISCED

レベル」を用いて比較を行った。ISCED とは、多国

間比較を可能とするためにユネスコにより示された、

教育統計を分類・報告するための標準的なフレーム

ワークのことである（25）。2011年11月に承認された

ISCED2011は、「世界各国で進んでいる教育システム

の進展を反映し、教育統計に関しこれまで以上に国際

比較可能で信頼性が高い指標として貢献する」ことが

期待されている。

“EUROSTUDENT_VI_Synopsis_of_Indicators”で

の調査の対象者は、高等教育機関で学んでいる学生の

ため、ISCED は表 1 に示した5、6、7であると推測さ

れる。しかし、この調査において、エストニアは短

サイクルプログラムを含まないとの注釈が記載され

ていた。これより、短期大学・専門学校（ISCED5）

は含まれないと考えられるため、この調査の対象は、
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参考図 

・図 1. OECD キーコンピテンシーの三つのカテゴリー 

 

 

・図 2. e-schoolbag の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

・図 3. エストニアの教育体制についての模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 相互作用的に道具を用いる。 
 A：言語、シンボル、テクストを相互作用的に用いる能力 
 B：知識や情報を相互作用的に用いる能力 
 C：技術を相互作用的に用いる能力 
2. 異質な集団で交流する。 
 A：他人と良い関係を作る能力 
 B：協力する能力 
 C；争いを処理し、解決する能力 
3. 自律的に活動する。 
 A：大きな展望のなかで活動する能力 
 B：人生計画や個人的プロジェクトを設計し実行する能力 
 C：自らの権利、利害、限界やニーズを表明する能力 

図 1 ．OECD キーコンピテンシーの三つのカテゴリー

エストニアと日本の理科教育の比較から見える教育戦略と参考とすべき視点
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ISCED6、7が対象であると考えられる。また、『第 ２

回全国大学生調査 GT 調査票』の調査の対象者は、日

本の大学生（ISCED6）が対象となっており、その中

には医学部や薬学部（ISCED7）が含まれているため、

この調査の対象は ISCED6、7が対象であると考えら

れる。このことから、今回使用する文献の調査対象は

同等であると考え、調査を行った。

2-3．PC の普及率・利用目的の比較

本調査では、 1 学校当たりの平均のパソコン（PC）

数と PC 1 台あたりの生徒数、PC の使用目的を比較す

る。エストニアについては、エストニアの学校や教育

施設についてのデータが載っている Educationeye（1） 

の“Alus- ja üldharidus-Lisaandmed”の ICT に関す

るデータ（2019）を用いる。日本については e-Stat（日

本の政府統計の総合窓口）の『学校における教育の情

報化の実態等に関する調査』（2019）のデータを用い

る（3）。なおエストニアのデータでは幼稚園や体育館

のデータが含まれていたため、それを除いている。ま

た、PC の利用目的については、PISA（2018）のアン

ケート結果から調査を行った（8）。

2-4．デジタル教材について

本調査では、日本とエストニアのデジタル教材サイ

トの内容を比較する。利用者数・利用率については明

らかにできなかったが、各国の文部科学省（在日エス

トニア大使館）が提示しているデジタル教材サイトを

比較対象とした。

日本については『NHK for school』を比較対象とし

た（7）。 前述した通り、文部科学省が「学習支援コン

テンツ」として挙げているため、このサイトを採用し

た（22），（23）。その他『理科ねっとわーく』という教材サ

イトも提示されていたが、Adobe Flash Player を使

用するものが多く、現在その拡張子がサービスを停止

しているため、比較対象としなかった。

エストニアについては、『e-schoolbag』を比較対象

とした（4）。このサイトについては文部科学省が提示

している他に、文部科学省が開発したサイトであるこ

とも理由で、比較対象とした。

比較する内容としては、教材の種類（動画 , ワーク

シート等）、理科の教材数、教材サイトの特徴の 3 つ

の内容から比較を行い、表に示した。

3 ．結果と考察

3-1．OECD キーコンピテンシーとの対応の比較

OECD キーコンピテンシーとの対応について、調査

の結果以下の表 ２ 及び表 3 にまとめることができた。
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2-2. 高等教育での学修時間の比較 

 「学修」とは, 高等教育(大学)での授業と授業外の

自主的な予習・復習等の２つを含む概念である. つま

り, １単位につき 45 時間の学修を要するということ

は, 授業時間と授業外の予習・復習時間の合計が, 45

時間必要な内容の科目が１単位であり, 90時間必要な

科目は 2単位ということである.  

今回の研究では, 高等教育機関(大学)に所属してい

る学生の 1週間の学修時間について比較を行った. 義

務教育段階(小中学生に相当)の学生については, 比較

可能なデータが発見できなかったため, 調査の対象と

はしなかった.  

エストニアについては”EUROSTUDENT”というヨーロ

ッパの高等教育の社会的側面に関する信頼できる比較

可能なデータを収集して比較することを目的とした以

下のヨーロッパの学調査結果を用いた(5),(6). 

”EUROSTUDENT_VI_Synopsis_of_Indicators”(2018)

はエストニアの大学生の学習時間に関するデータを収

録したものである. この調査結果と日本については

『第 2 回全国大学生調査 GT 調査票』の日本の大学生

の生活について調査した結果を用いた(18). 今回比較

する内容は”EUROSTUDENT_VI_Synopsis_of_Indicators”

のカテゴリ分けを用い, “taught studies”(講義やゼ

ミ等教えられる学習時間), “personal study time”

(課題や読書等個人的な学習時間)に分けて比較を行っ

た. なお, 日本の学習時間について, a. 授業・実験

への出席と c.卒業研究・実験・卒論の合計時間を 

“taught studies”, b.授業・実験の課題、準備・復

習と d.実験とは関係のない学習・読書の合計時間を

“personal study time”として扱った.  

また, ”EUROSTUDENT_VI_Synopsis_of_Indicators”

と『第 2回全国大学生調査 GT 調査票』の調査対象が同

等であるかを比較するため, 「ISCED レベル」を用い

て比較を行った. ISCED とは, 多国間比較を可能とす

るためにユネスコにより示された, 教育統計を分類・

報告するための標準的なフレームワークのことである

(25). 2011 年 11 月に承認された ISCED2011 は, 「世界

各国で進んでいる教育システムの進展を反映し、教育

統計に関しこれまで以上に国際比較可能で信頼性が高

い指標として貢献する」ことが期待されている.  

 

表表 11..  IISSCCEEDD レレベベルルのの分分類類・・対対応応すするる教教育育機機関関  

IISSCCEEDD  分分類類  該該当当すするる学学校校・・過過程程  

00  幼児教育 

就学前教育 

幼稚園・保育園 

認定こども園 

11  初等教育 小学校・義務教育学校 

特別支援学校小学部 

22  前期 

中等教育 

中学校・義務教育学校 

中等教育学校 

特別支援学校中学部 

33  後期 

中等教育 

高等学校・中等教育学校 

高等学校別科・高等専門学校 

専修学校高等課程 

特別支援学校高等部 

44  中等教育後

非高等教育 

高等学校専攻科・短期大学別科 

大学学部別科 

特別支援学校高等部専攻科 

55  短期 

高等教育 

短期大学・高等専門学校 

専修学校専門課程 

66  学士号 

学士号同等 

大学(4 年制)・短期大学専攻科 

高等専門学校専攻科 

77  修士号 

修士号同等 

大学院修士課程 

大学（6年制） 

88  博士号 

博士号同等 

大学院博士課程 

※International Standard Classification of 

Education ISCED 2011 より引用・改変(10) 

表 1 . ISCED レベルの分類・対応する教育機関
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”EUROSTUDENT_VI_Synopsis_of_Indicators”での調査

の対象者は, 高等教育機関で学んでいる学生のため, 

ISCED は 5, 6, 7 であると推測される. しかし, この

調査において, エストニアは短サイクルプログラムを

含まないとの注釈が記載されていた. これより, 短期

大学・専門学校(ISCED5)は含まれないと考えられるた

め, この調査の対象は, ISCED6, 7 が対象であると考

えられる. また, 『第 2回全国大学生調査 GT 調査票』

の調査の対象者は, 日本の大学生(ISCED6)が対象とな

っており, その中には医学部や薬学部(ISCED7)が含ま

れているため, この調査の対象は ISCED6, 7 が対象で

あると考えられる. このことから, 今回使用する文献

の調査対象は同等であると考え, 調査を行った. 

 

2-3. PC の普及率・利用目的の比較 

本調査では, 1 学校当たりの平均のパソコン(PC)数

と PC1 台あたりの生徒数, PC の使用目的を比較する. 

エストニアについては, エストニアの学校や教育施設

についてのデータが載っている Educationeye(1) の

“Alus- ja üldharidus-Lisaandmed”の ICT に関する

データ(2019)を用いる. 日本については e-Stat(日本

の政府統計の総合窓口)の『学校における教育の情報化

の実態等に関する調査』(2019)のデータを用いる(3). 

なおエストニアのデータでは幼稚園や体育館のデータ

が含まれていたため, それを除いている. また, PCの

利用目的については, PISA(2018)のアンケート結果か

ら調査を行った(8). 

 

2-4. デジタル教材の比較 

 本調査では, 日本とエストニアのデジタル教材サイ

トの内容を比較する. 利用者数・利用率については明

らかにできなかったが, 各国の文部科学省(在日エス

トニア大使館)が提示しているデジタル教材サイトを

比較対象とした. 

 日本については『NHK for school』を比較対象とし

た(7).  前述した通り, 文部科学省が「学習支援コン

テンツ」として挙げているため, このサイトを採用し

た(22),(23). その他『理科ねっとわーく』という教材サ

イトも退治されていたが, Adobe Flash Player を使用

するものが多く, 現在それがサービスを停止している

ため, 比較対象としなかった.  

 エストニアについては, 『e-schoolbag』を比較対象

とした(4). このサイトについては文部科学省が提示し

ている他に, 文部科学省が開発したサイトであること

も理由で, 比較対象とした.  

 比較する内容としては, 教材の種類(動画,ワークシ

ート等), 理科の教材数, 教材サイトの特徴の 3 つの

内容から比較を行い, 表に表した.  

 

３. 結果と考察 

3-1. OECD キーコンピテンシーとの対応の比較 

 OECD キーコンピテンシーとの対応について, 調査

の結果以下の表にまとめることができた.  

 

 

表表  22  日日本本のの理理科科教教育育とと OOEECCDD キキーーココンンピピテテンンシシーー  

 
 

表表  33  エエスストトニニアアのの理理科科教教育育とと OOEECCDD キキーーココンンピピテテンンシシーー  

 

 

生活科 初等理科 中等理科

①
(自律性)

身近な人々，社会及び自然に自
ら働きかけ，意欲や自信をもっ
て学ん だり生活を豊かにした
りしようとする態度を養う。

主体的に問題解決しようとする
態度を養う。

自然の事物・現象に進んで関わ
り，科学的に探究しようとする
態度を養う。

②
(交流能力)

活動や体験の過程において，自
分自身，身近な人々，社会及び
自然の 特徴やよさ，それらの
関わり等に気付く。

自然の事物・現象についての理
解を図り，観察，実験などに関
す る基本的な技能を身に付け
るようにする。

自然の事物・現象についての理
解を深め，科学的に探究するた
めに必要 な観察，実験などに
関する基本的な技能を身に付け
るようにする。

③
(ツール活用)

具体的な活動や体験を通して
観察，実験などを行い，問題解
決の力を養う。

観察，実験などを行い，科学的
に探究する力を養う。

科学 物理学 化学

①
(自律性)

自然に興味があり、自然の研究
と自然の主題の研究に興味があ
る。

科学と技術のリテラシー、創造
性、体系的思考を発達させ、生
涯学習の動機付けとなる。

問題を解決するための体系的で
創造的なアプローチがあり、
生涯学習に動機付けられてい
る。

②
(交流能力)

人間の活動と自然環境との関係
を理解し、周囲への共感を示
す。

社会の持続可能な開発を尊重
し、自然と社会に対して責任あ
る態度をとる。

生活環境を責任を持って扱い、
持続可能な開発の原則を評価。

③
(ツール活用)

科学的情報を見つけ、読みやす
いものを理解し、簡単な情報を
作成できる。

科学的テキストを読んで理解す
る能力を養い、参考文献やイン
ターネットで物理的な情報を見
つけることを学ぶ。

化学情報のさまざまなソースを
使用し、収集した情報を分析
し、批判的に評価する。
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表 ２ 、表 3 を比較すると、日本では観察や実験を

通して探求する力や問題解決の力を養うことを強くか

かげているのに対し、エストニアではインターネット

の活用や情報処理の技能を求める傾向がある。また

エストニアは、各分野の単元ごとに ICT の活用例が

豊富に記載されている点が特徴的である。また、小島

（2018）は，エストニアでは「教育のための情報技術財

団（HITSA）」という団体が IT 教育の人材教育を行っ

ていることを指摘している（13）。このことから、エスト

ニアでは教員研修の点、指導要領の点でネット活用の

技能の育成や活用の指示をすることによってネットを

活用しやすい環境を作っていると考えられる。

3-2．高等教育での学修時間の比較

学修時間の調査では、以下の表のような結果が得ら

れた。

表 4 及び表 5 の結果から、日本とエストニアでは

“taught studies”（講義やゼミ）の時間に差がなかっ

た。それに対し、日本の大学生はエストニアの学生に

比べ“personal study time”（自主的な学習時間）が半

分以下の47% であることが明らかになった。

全国大学生活協同組合連合会『第55回学生生活実態

調査』では、日本の大学生は 1 日の読書時間が 0 時間

の生徒が48% おり、全体の読書の平均時間は30.4分で

あることが述べられている（16）。このことから、日本

の大学生は自主的に読書をする機会が少ないことが分

かり ,“personal study time”の少ない原因の 1 つで

はないかと考えられる。

また日本の大学生の「日常生活で気にかかっている

こと」について、「授業・レポート等勉学上のこと」と

いう回答が41% もあることが述べられている。他にも

「大学生活の重点」について、「特に重点はなくほどほ

どに」という回答が15% ほどあることも述べられてい

た。このことから、日本の大学生は大学生活において

目標を持っていない、あるいは授業やレポートでの不

安を解消できないことが原因で勉強へのモチベーショ

ンが低下しているのではないかと考えられる。

しかし、“personal study time”には課題の時間も

含まれるため、エストニアの高等教育機関に所属して

いる学生は日本の大学生と比べ課題の量が多い可能性

や、課題をこなすために読書量が必然的に多くなって

いる可能性も考えられる。そのため、“personal study 

time”の課題や読書等の時間の割合についても調査を

行うべきと考えられる。

3-3．PC 普及率・利用目的の比較

PC 普及率の調査（2019）では、表 6 のような結果

が得られた。
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トニアは, 各分野の単元ごとに ICT の活用例が豊富に

記載されている点が特徴的である. また, 小島(2018)

は，エストニアでは「教育のための情報技術財団

(HITSA)」という団体が IT 教育の人材教育を行ってい

ることを指摘している(13). このことから, エストニ

アでは教員研修の点, 指導要領の点でネット活用の技

能の育成や活用の指示をすることによってネットを活

用しやすい環境を作っていると考えられる.  

 

2-2. 高等教育での学修時間の比較 
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れた.  
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表表 55  エエスストトニニアアのの高高等等教教育育のの学学生生のの学学修修時時間間  
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という回答が 41%もあることが述べられている. 他に

も「大学生活の重点」について, 「特に重点はなくほ

どほどに」という回答が 15%ほどあることも述べられ

ていた. このことから, 日本の大学生は大学生活にお

いて目標を持っていない, あるいは授業やレポートで

の不安を解消できないことが原因で勉強へのモチベー

ションが低下しているのではないかと考えられる.  

しかし, “personal study time”には課題の時間

も含まれるため, エストニアの高等教育機関に所属し

ている学生は日本の大学生と比べ課題の量が多い可能

性や, 課題をこなすために読書量が必然的に多くなっ

ている可能性も考えられる. そのため, “personal 

study time”の課題や読書等の時間の割合についても

調査を行うべきと考えられる.  

 

3-3. PC 普及率・利用目的の比較 

 PC 普及率の調査(2019)では, 以下のような結果が

得られた. 

 

表表 66  エエスストトニニアアとと日日本本のの 11 学学校校ああたたりりのの PPCC 数数  

 

 

生物学 地理学

①
(自律性)

自然科学と技術の分野でリテラ
シー、創造性、体系的思考を
発達させる。

日常生活における科学技術の
リテラシーの重要性を理解し、
創造的であり、生涯学習に意欲
がある。

②
(交流能力)

生物多様性を尊重し、生活環境
に対する責任ある態度。

自然と社会で発生する現象とプ
ロセス、それらの空間的位置と
相互関係の概要を取得してい
る。

③
(ツール活用)

生物学を研究する際に、ICTを
含む技術ツールを使用する。

情報源を使用し、そこに含まれ
る地理情報を批判的に評価し、
簡単な科学的テキストを読んで
解釈する。

taught studies
(hours/week)

personal study time
(hours/week)

学学修修時時間間
((時時間間//週週))

日日本本
大大学学生生 16 7 23

taught studies
(hours/week)

personal study time
(hours/week)

学学修修時時間間
((時時間間//週週))

エエスストトニニアア
高高等等教教育育 16 15 31 学校数 PC総数(教育用) 1学校あたりの平均

エストニア 534 35021 65.6
日本 28464 1756256 61.7
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っており, その中には医学部や薬学部(ISCED7)が含ま

れているため, この調査の対象は ISCED6, 7 が対象で
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2-3. PC の普及率・利用目的の比較 

本調査では, 1 学校当たりの平均のパソコン(PC)数

と PC1 台あたりの生徒数, PC の使用目的を比較する. 

エストニアについては, エストニアの学校や教育施設
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“Alus- ja üldharidus-Lisaandmed”の ICT に関する
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の政府統計の総合窓口)の『学校における教育の情報化

の実態等に関する調査』(2019)のデータを用いる(3). 

なおエストニアのデータでは幼稚園や体育館のデータ

が含まれていたため, それを除いている. また, PCの

利用目的については, PISA(2018)のアンケート結果か

ら調査を行った(8). 

 

2-4. デジタル教材の比較 

 本調査では, 日本とエストニアのデジタル教材サイ

トの内容を比較する. 利用者数・利用率については明

らかにできなかったが, 各国の文部科学省(在日エス

トニア大使館)が提示しているデジタル教材サイトを

比較対象とした. 

 日本については『NHK for school』を比較対象とし

た(7).  前述した通り, 文部科学省が「学習支援コン

テンツ」として挙げているため, このサイトを採用し

た(22),(23). その他『理科ねっとわーく』という教材サ

イトも退治されていたが, Adobe Flash Player を使用

するものが多く, 現在それがサービスを停止している

ため, 比較対象としなかった.  

 エストニアについては, 『e-schoolbag』を比較対象

とした(4). このサイトについては文部科学省が提示し

ている他に, 文部科学省が開発したサイトであること

も理由で, 比較対象とした.  

 比較する内容としては, 教材の種類(動画,ワークシ

ート等), 理科の教材数, 教材サイトの特徴の 3 つの

内容から比較を行い, 表に表した.  

 

３. 結果と考察 

3-1. OECD キーコンピテンシーとの対応の比較 

 OECD キーコンピテンシーとの対応について, 調査

の結果以下の表にまとめることができた.  

 

 

表表  22  日日本本のの理理科科教教育育とと OOEECCDD キキーーココンンピピテテンンシシーー  

 
 

表表  33  エエスストトニニアアのの理理科科教教育育とと OOEECCDD キキーーココンンピピテテンンシシーー  

 

 

生活科 初等理科 中等理科

①
(自律性)

身近な人々，社会及び自然に自
ら働きかけ，意欲や自信をもっ
て学ん だり生活を豊かにした
りしようとする態度を養う。

主体的に問題解決しようとする
態度を養う。

自然の事物・現象に進んで関わ
り，科学的に探究しようとする
態度を養う。

②
(交流能力)

活動や体験の過程において，自
分自身，身近な人々，社会及び
自然の 特徴やよさ，それらの
関わり等に気付く。

自然の事物・現象についての理
解を図り，観察，実験などに関
す る基本的な技能を身に付け
るようにする。

自然の事物・現象についての理
解を深め，科学的に探究するた
めに必要 な観察，実験などに
関する基本的な技能を身に付け
るようにする。

③
(ツール活用)

具体的な活動や体験を通して
観察，実験などを行い，問題解
決の力を養う。

観察，実験などを行い，科学的
に探究する力を養う。

科学 物理学 化学

①
(自律性)

自然に興味があり、自然の研究
と自然の主題の研究に興味があ
る。

科学と技術のリテラシー、創造
性、体系的思考を発達させ、生
涯学習の動機付けとなる。

問題を解決するための体系的で
創造的なアプローチがあり、
生涯学習に動機付けられてい
る。

②
(交流能力)

人間の活動と自然環境との関係
を理解し、周囲への共感を示
す。

社会の持続可能な開発を尊重
し、自然と社会に対して責任あ
る態度をとる。

生活環境を責任を持って扱い、
持続可能な開発の原則を評価。

③
(ツール活用)

科学的情報を見つけ、読みやす
いものを理解し、簡単な情報を
作成できる。

科学的テキストを読んで理解す
る能力を養い、参考文献やイン
ターネットで物理的な情報を見
つけることを学ぶ。

化学情報のさまざまなソースを
使用し、収集した情報を分析
し、批判的に評価する。
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 表 1, 表 2 を比較すると, 日本では観察や実験を通

して探求する力や問題解決の力を養うことを強くかか

げているのに対し, エストニアではインターネットの

活用や情報処理の技能を求める傾向がある. またエス

トニアは, 各分野の単元ごとに ICT の活用例が豊富に

記載されている点が特徴的である. また, 小島(2018)

は，エストニアでは「教育のための情報技術財団

(HITSA)」という団体が IT 教育の人材教育を行ってい

ることを指摘している(13). このことから, エストニ

アでは教員研修の点, 指導要領の点でネット活用の技

能の育成や活用の指示をすることによってネットを活

用しやすい環境を作っていると考えられる.  

 

2-2. 高等教育での学修時間の比較 

学修時間の調査では, 以下の表のような結果が得ら

れた.  

 

表表 44  日日本本のの大大学学生生のの学学修修時時間間  

 

 

表表 55  エエスストトニニアアのの高高等等教教育育のの学学生生のの学学修修時時間間  

 

 

 

 表の結果から, 日本とエストニアでは”taught 

studies”(講義やゼミ)の時間に差がなかった. それ

に対し, 日本の大学生はエストニアの学生に比

べ”personal study time”(自主的な学習時間)が半

分以下の 47%であることが明らかになった.  

 全国大学生活協同組合連合会『第 55 回学生生活実

態調査』では, 日本の大学生は 1日の読書時間が 0時

間の生徒が48%おり, 全体の読書の平均時間は30.4分

であることが述べられている(16). このことから, 日

本の大学生は自主的に読書をする機会が少ないことが

分かり,“personal study time”の少ない原因の 1つ

ではないかと考えられる. 

また日本の大学生の「日常生活で気にかかっている

こと」について, 「授業・レポート等勉学上のこと」

という回答が 41%もあることが述べられている. 他に

も「大学生活の重点」について, 「特に重点はなくほ

どほどに」という回答が 15%ほどあることも述べられ

ていた. このことから, 日本の大学生は大学生活にお

いて目標を持っていない, あるいは授業やレポートで

の不安を解消できないことが原因で勉強へのモチベー

ションが低下しているのではないかと考えられる.  

しかし, “personal study time”には課題の時間

も含まれるため, エストニアの高等教育機関に所属し

ている学生は日本の大学生と比べ課題の量が多い可能

性や, 課題をこなすために読書量が必然的に多くなっ

ている可能性も考えられる. そのため, “personal 

study time”の課題や読書等の時間の割合についても

調査を行うべきと考えられる.  

 

3-3. PC 普及率・利用目的の比較 

 PC 普及率の調査(2019)では, 以下のような結果が

得られた. 

 

表表 66  エエスストトニニアアとと日日本本のの 11 学学校校ああたたりりのの PPCC 数数  

 

 

生物学 地理学

①
(自律性)

自然科学と技術の分野でリテラ
シー、創造性、体系的思考を
発達させる。

日常生活における科学技術の
リテラシーの重要性を理解し、
創造的であり、生涯学習に意欲
がある。

②
(交流能力)

生物多様性を尊重し、生活環境
に対する責任ある態度。

自然と社会で発生する現象とプ
ロセス、それらの空間的位置と
相互関係の概要を取得してい
る。

③
(ツール活用)

生物学を研究する際に、ICTを
含む技術ツールを使用する。

情報源を使用し、そこに含まれ
る地理情報を批判的に評価し、
簡単な科学的テキストを読んで
解釈する。

taught studies
(hours/week)

personal study time
(hours/week)

学学修修時時間間
((時時間間//週週))

日日本本
大大学学生生 16 7 23

taught studies
(hours/week)

personal study time
(hours/week)

学学修修時時間間
((時時間間//週週))

エエスストトニニアア
高高等等教教育育 16 15 31 学校数 PC総数(教育用) 1学校あたりの平均

エストニア 534 35021 65.6
日本 28464 1756256 61.7

表 4 ．日本の大学生の学修時間

表 5 ．エストニアの高等教育の学生の学修時間

表 3 ．エストニアの理科教育と OECD キーコンピテンシー
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 表 1, 表 2 を比較すると, 日本では観察や実験を通

して探求する力や問題解決の力を養うことを強くかか

げているのに対し, エストニアではインターネットの
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は，エストニアでは「教育のための情報技術財団

(HITSA)」という団体が IT 教育の人材教育を行ってい

ることを指摘している(13). このことから, エストニ

アでは教員研修の点, 指導要領の点でネット活用の技

能の育成や活用の指示をすることによってネットを活

用しやすい環境を作っていると考えられる.  

 

2-2. 高等教育での学修時間の比較 

学修時間の調査では, 以下の表のような結果が得ら

れた.  
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 表の結果から, 日本とエストニアでは”taught 

studies”(講義やゼミ)の時間に差がなかった. それ

に対し, 日本の大学生はエストニアの学生に比

べ”personal study time”(自主的な学習時間)が半

分以下の 47%であることが明らかになった.  

 全国大学生活協同組合連合会『第 55 回学生生活実

態調査』では, 日本の大学生は 1日の読書時間が 0時

間の生徒が48%おり, 全体の読書の平均時間は30.4分

であることが述べられている(16). このことから, 日

本の大学生は自主的に読書をする機会が少ないことが

分かり,“personal study time”の少ない原因の 1つ

ではないかと考えられる. 

また日本の大学生の「日常生活で気にかかっている

こと」について, 「授業・レポート等勉学上のこと」

という回答が 41%もあることが述べられている. 他に

も「大学生活の重点」について, 「特に重点はなくほ

どほどに」という回答が 15%ほどあることも述べられ

ていた. このことから, 日本の大学生は大学生活にお

いて目標を持っていない, あるいは授業やレポートで

の不安を解消できないことが原因で勉強へのモチベー

ションが低下しているのではないかと考えられる.  

しかし, “personal study time”には課題の時間

も含まれるため, エストニアの高等教育機関に所属し

ている学生は日本の大学生と比べ課題の量が多い可能

性や, 課題をこなすために読書量が必然的に多くなっ

ている可能性も考えられる. そのため, “personal 

study time”の課題や読書等の時間の割合についても

調査を行うべきと考えられる.  

 

3-3. PC 普及率・利用目的の比較 

 PC 普及率の調査(2019)では, 以下のような結果が

得られた. 

 

表表 66  エエスストトニニアアとと日日本本のの 11 学学校校ああたたりりのの PPCC 数数  

 

 

生物学 地理学

①
(自律性)

自然科学と技術の分野でリテラ
シー、創造性、体系的思考を
発達させる。

日常生活における科学技術の
リテラシーの重要性を理解し、
創造的であり、生涯学習に意欲
がある。

②
(交流能力)

生物多様性を尊重し、生活環境
に対する責任ある態度。

自然と社会で発生する現象とプ
ロセス、それらの空間的位置と
相互関係の概要を取得してい
る。

③
(ツール活用)

生物学を研究する際に、ICTを
含む技術ツールを使用する。

情報源を使用し、そこに含まれ
る地理情報を批判的に評価し、
簡単な科学的テキストを読んで
解釈する。

taught studies
(hours/week)

personal study time
(hours/week)

学学修修時時間間
((時時間間//週週))

日日本本
大大学学生生 16 7 23

taught studies
(hours/week)

personal study time
(hours/week)

学学修修時時間間
((時時間間//週週))

エエスストトニニアア
高高等等教教育育 16 15 31 学校数 PC総数(教育用) 1学校あたりの平均

エストニア 534 35021 65.6
日本 28464 1756256 61.7

表 6 ．エストニアと日本の1学校あたりの PC 数
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表表  77  エエスストトニニアアとと日日本本のの PPCC11 台台ああたたりりのの生生徒徒数数  

 

 

 結果より, 1学校あたりの PC数及び PC1台あたりの

生徒数において大きな差が見られなかった. また, エ

ストニアの 1 学校あたりの PC 数が日本よりも少ない

理由として, 人口が日本よりも少ない(エストニアの

人口は 20201 年時点で約 133 万人(11))ためであると考

えられる.  

また PC の利用目的について, PISA(2018)のアンケ

ートより関係のある質問項目を調査した結果, 表 8か

ら表 12 のようになった.  

 

表表  88    １１週週間間でで授授業業ににててデデジジタタルルデデババイイススをを使使うう時時間間  

 

 

表表 99  学学校校でで自自分分がが利利用用可可能能ななデデススククトトッッププ PPCC ががああるるかか  

 

 

表表 1100  学学校校外外ででPPCCをを用用いいてて学学習習用用aappppややウウェェブブササイイトトをを利利

用用ししてていいるるかか  

 

 

表表 1111  学学校校外外でで携携帯帯等等をを用用いいてて学学習習用用 aapppp ややウウェェブブササイイトト

をを利利用用ししてていいるるかか  

 

 

表表 1122  学学校校でで学学習習用用 aapppp ややウウェェブブササイイトトをを利利用用ししてていいるるかか  

 

 

 結果より, どの質問項目に関しても日本とエストニ

アで大きな割合の差が見られなかった.  

 

3-4. デジタル教材について 

 デジタル教材の比較について, 表 13 のようになっ

た.  

 

・・表表 1133  日日本本ととエエスストトニニアアのの教教材材比比較較  

  

  

  結果より, 日本とエストニアの主流と考えられる教

材サイトでは, 以下のような大きな違いが見られた.  

 『NHK for school』は教材の種類は動画のみである

が, 『先生向けコンテンツ』といった教員が検索しや

すいシステムがあることによって, 利用しやすい点が

特徴であると考えられる. 

 『e-schoolbag』は, 動画以外にもワークシートや教

員自身が作成した自己開発タスク(指導の流れ)が掲載

されている. 映像教材に留まらない教材の多さが特徴

であると考えられる. また, 教材の中には小テストが

ネット上で行えるようになっているものもあり, 生徒

がタブレットや PC を使用して回答することを前提と

された教材も掲載されていた. しかし, e-schoolbag

では教材の閲覧数が多いものから少ないものまで様々

な教材があった. この要因として, 教材数が多いため

教員が必要な情報を探しづらいことが一因と考えられ

る.  

 以上のことより, エストニアは教員が独自の教材を

作成し, アップすることができるため教材が豊富であ

り, フィードバックやコメントを残せることから閲覧

者が投稿者に対して気軽に質問ができると考えられる.  

またフィードバックから投稿者が教材を修正・更新す

ることが可能なため, 教材のバージョンアップが容易

であると考えられる.  

PC1台あたりの生徒数
日本の小学校 5.5
日本の中学校 4.8
エストニア(全体) 5.5

No time
1 - 30 minutes

a week
31 - 60 minutes

 a week
More than 60 minutes

a week
I do not study
this subject

Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.5 15.1 14.6 13.4 12.9 13.0
Japan(%) 15.1 15.3 15.0 15.9 14.0 12.2 12.6

Yes, and I use it Yes, but I don't use it No No Response
Estonia(%) 26.0 26.3 25.7 22.1
Japan(%) 25.9 26.2 25.9 22.5

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day

Estonia(%) 15.6 15.4 14.6 14.6 14.1
Japan(%） 15.4 15.3 15.0 14.8 14.0

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day

Estonia(%) 15.7 15.2 14.6 14.5 14.2
Japan(%) 15.0 15.3 15.4 15.1 14.0

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day

Estonia(%) 15.6 15.6 14.8 14.1 13.9
Japan(%) 15.3 15.5 15.4 15.0 13.7

表 7 ．エストニアと日本の PC1台あたりの生徒数

エストニアと日本の理科教育の比較から見える教育戦略と参考とすべき視点



－58－

表 7 の結果では、 1 学校あたりの PC 数及び PC 1

台あたりの生徒数において大きな差が見られなかっ

た。また、エストニアの 1 学校あたりの PC 数が日本

よりも少ない理由として、人口が日本よりも少ない

（エストニアの人口は2020年時点で約133万人（11））た

めであると考えられる。

また PC の利用目的について、PISA（2018）のア

ンケートより関係のある質問項目を調査した結果、表

8 から表12のようになった。

結果より、どの質問項目に関しても日本とエストニ

アで大きな割合の差が見られなかった。

3-4．デジタル教材について

デジタル教材の比較について、表13のようになった。

結果より、日本とエストニアの主流と考えられる教

材サイトでは、以下のような大きな違いが見られた。

『NHK for school』は教材の種類は動画のみである

が、『先生向けコンテンツ』といった教員が検索しや

すいシステムがあることによって、利用しやすい点が

特徴であると考えられる。

『e-schoolbag』は、動画以外にもワークシートや教

員自身が作成した自己開発タスク（指導の流れ）が掲

載されている。映像教材に留まらない教材の多さが特

徴であると考えられる。また、教材の中には小テス
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PC1台あたりの生徒数
日本の小学校 5.5
日本の中学校 4.8
エストニア(全体) 5.5

No time
1 - 30 minutes

a week
31 - 60 minutes

 a week
More than 60 minutes

a week
I do not study
this subject

Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.5 15.1 14.6 13.4 12.9 13.0
Japan(%) 15.1 15.3 15.0 15.9 14.0 12.2 12.6

Yes, and I use it Yes, but I don't use it No No Response
Estonia(%) 26.0 26.3 25.7 22.1
Japan(%) 25.9 26.2 25.9 22.5

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.4 14.6 14.6 14.1 12.6 13.2
Japan(%） 15.4 15.3 15.0 14.8 14.0 12.4 13.2

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.7 15.2 14.6 14.5 14.2 12.6 13.2
Japan(%) 15.0 15.3 15.4 15.1 14.0 12.2 13.0

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.6 14.8 14.1 13.9 12.8 13.2
Japan(%) 15.3 15.5 15.4 15.0 13.7 12.4 12.7

表 8 ． 1 週間で授業にてデジタルデバイスを使う時間
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・・表表 1122 学学校校でで学学習習用用 aapppp ややウウェェブブササイイトトをを利利用用ししてていいるるかか  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

PC1台あたりの生徒数
日本の小学校 5.5
日本の中学校 4.8
エストニア(全体) 5.5

No time
1 - 30 minutes

a week
31 - 60 minutes

 a week
More than 60 minutes

a week
I do not study
this subject

Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.5 15.1 14.6 13.4 12.9 13.0
Japan(%) 15.1 15.3 15.0 15.9 14.0 12.2 12.6

Yes, and I use it Yes, but I don't use it No No Response
Estonia(%) 26.0 26.3 25.7 22.1
Japan(%) 25.9 26.2 25.9 22.5

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.4 14.6 14.6 14.1 12.6 13.2
Japan(%） 15.4 15.3 15.0 14.8 14.0 12.4 13.2

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.7 15.2 14.6 14.5 14.2 12.6 13.2
Japan(%) 15.0 15.3 15.4 15.1 14.0 12.2 13.0

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.6 14.8 14.1 13.9 12.8 13.2
Japan(%) 15.3 15.5 15.4 15.0 13.7 12.4 12.7

表 9 ．学校で自分が利用可能なデスクトップ PC があるか
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PC1台あたりの生徒数
日本の小学校 5.5
日本の中学校 4.8
エストニア(全体) 5.5

No time
1 - 30 minutes

a week
31 - 60 minutes

 a week
More than 60 minutes

a week
I do not study
this subject

Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.5 15.1 14.6 13.4 12.9 13.0
Japan(%) 15.1 15.3 15.0 15.9 14.0 12.2 12.6

Yes, and I use it Yes, but I don't use it No No Response
Estonia(%) 26.0 26.3 25.7 22.1
Japan(%) 25.9 26.2 25.9 22.5

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.4 14.6 14.6 14.1 12.6 13.2
Japan(%） 15.4 15.3 15.0 14.8 14.0 12.4 13.2

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.7 15.2 14.6 14.5 14.2 12.6 13.2
Japan(%) 15.0 15.3 15.4 15.1 14.0 12.2 13.0

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.6 14.8 14.1 13.9 12.8 13.2
Japan(%) 15.3 15.5 15.4 15.0 13.7 12.4 12.7

表10．学校外で PC を用いて学習用 app やウェブサイトを利用しているか
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PC1台あたりの生徒数
日本の小学校 5.5
日本の中学校 4.8
エストニア(全体) 5.5

No time
1 - 30 minutes

a week
31 - 60 minutes

 a week
More than 60 minutes

a week
I do not study
this subject

Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.5 15.1 14.6 13.4 12.9 13.0
Japan(%) 15.1 15.3 15.0 15.9 14.0 12.2 12.6

Yes, and I use it Yes, but I don't use it No No Response
Estonia(%) 26.0 26.3 25.7 22.1
Japan(%) 25.9 26.2 25.9 22.5

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.4 14.6 14.6 14.1 12.6 13.2
Japan(%） 15.4 15.3 15.0 14.8 14.0 12.4 13.2

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.7 15.2 14.6 14.5 14.2 12.6 13.2
Japan(%) 15.0 15.3 15.4 15.1 14.0 12.2 13.0

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.6 14.8 14.1 13.9 12.8 13.2
Japan(%) 15.3 15.5 15.4 15.0 13.7 12.4 12.7

表11．学校外で携帯等を用いて学習用 app やウェブサイトを利用しているか
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PC1台あたりの生徒数
日本の小学校 5.5
日本の中学校 4.8
エストニア(全体) 5.5

No time
1 - 30 minutes

a week
31 - 60 minutes

 a week
More than 60 minutes

a week
I do not study
this subject

Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.5 15.1 14.6 13.4 12.9 13.0
Japan(%) 15.1 15.3 15.0 15.9 14.0 12.2 12.6

Yes, and I use it Yes, but I don't use it No No Response
Estonia(%) 26.0 26.3 25.7 22.1
Japan(%) 25.9 26.2 25.9 22.5

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.4 14.6 14.6 14.1 12.6 13.2
Japan(%） 15.4 15.3 15.0 14.8 14.0 12.4 13.2

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.7 15.2 14.6 14.5 14.2 12.6 13.2
Japan(%) 15.0 15.3 15.4 15.1 14.0 12.2 13.0

Never or hardly ever
Once or twice

a month
Once or twice

a week
Almost every day Every day Valid Skip No Response

Estonia(%) 15.6 15.6 14.8 14.1 13.9 12.8 13.2
Japan(%) 15.3 15.5 15.4 15.0 13.7 12.4 12.7

表12．学校で学習用 app やウェブサイトを利用しているか

日本（NHK for school）
教材の種類

教材数（理科）

特徴

エストニア（e-schoolbag）
動画 動画，ワークシート

指導案等
4190 15456

NHKが運営する映像教材サイト
『先生向けコンテンツ』を使用することで，指導要領，
教科書から検索ができる．そのため必要な情報を検
索しやすい．

文部科学省が開発したデジタル教材ポータル
教師は教材を作成して使用しユーザーと共有でき，
閲覧者は教材に対しフィードバックやコメントを残
すことができる．

表13．日本とエストニアの教材比較
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トがネット上で行えるようになっているものもあり、

生徒がタブレットや PC を使用して回答することを前

提とされた教材も掲載されていた（図 ２ ）。しかし、

e-schoolbag では教材の閲覧数が多いものから少ない

ものまで様々な教材があった。この要因として、教材

数が多いため教員が必要な情報を探しづらいことが一

因と考えられる。

以上のことより、エストニアは教員が独自の教材を

作成し、アップすることができるため教材が豊富であ

り、フィードバックやコメントを残せることから閲覧

者が投稿者に対して気軽に質問ができると考えられ

る。 またフィードバックから投稿者が教材を修正・

更新することが可能なため、教材のバージョンアップ

が容易であると考えられる。

また『海外教科書制度調査研究報告書』（2020）で

は、エストニアの情報について丸山は実地調査から、

生徒がスマホやタブレットを用いて教材へアクセスす

ることは一般的であると述べている（12）。

また、『HELLO ESTONIA education report』では、

デジタル技術を子供たちの選択肢を広げる , 想像力を

伸ばすために活用しており、すべての学生がインター

ネットを使用する情報基盤（デジタルインフラストラ

クチャ）にアクセスできるように育成していると指摘

し、日本も「デジタル教材を使う」のではなく「問題

解決のための手段としてのデジタル教材」を使用する

という認識になるべきと述べている。

4 ．おわりに

日本との比較からエストニアの理科教育の特徴とし

て、学習指導要領内の細かな ICT 実践例の記載をは

じめ、プログラミング教育・ICT 教育についての環

境が整備されていることが明らかになった。またデジ

タル教材の比較では、日本のデジタル教材『NHK for 

school』は教員が欲しい教材を発見しやすいような工

夫がなされていることが特徴であることに対し、エス

トニアのデジタル教材『e-schoolbag』は映像教材に

留まらない教材の豊富さ、教材のバージョンアップの

しやすさが特徴であることが明らかになった。

学修時間の比較では、エストニアの高等教育機関の

学生の方が日本の大学生と比べ、自主的な学習時間が

多いことが明らかとなった。しかしエストニアの自主

的な学習時間が多い要因として、課題の量やそれに応

じた読書時間等、様々な要因があると考えられるた

め、さらなる調査が必要であると考えられる。

また、PC の普及率や利用目的に関しては、日本と

エストニアとで差が見られなかった。そのため、具体

的な活用方法等、さらなる調査が必要であると考えら

れる。

また、エストニアの教育体制については、図 3 のよ

うに示すことができる。

今後、日本では Society5.0の到来・新型コロナウイ

ルスの感染拡大の影響もあり、ICT 教育がますます

重要視されるようになると考えられる。特に理科で

は、普段行えない実験や観察しにくい生物等を効果的

に見せることができるため、特に ICT 教育の活用が

推進されるべき科目であり、教員の ICT の活用能力

が求められる。エストニアでは、学習指導要領に「情

報処理能力」の育成が明記されており、また教材につ

いても現場の経験がある教員たちが作成したデジタル

教材が利用できる等、ICT 教育の整備のみではなく、

教員・生徒共に ICT 教育が利用しやすい環境が整え

られている。今後の日本の理科教育では、現在のデジ

タル教材の特徴である教材の発見のしやすさは残しつ

つ、映像教材に留まらずワークシートや生徒がタブ

レットを用いて行える授業計画等、様々な種類の教材

の作成やアップデートできる環境が必要であると考え
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参考図 

・図 1. OECD キーコンピテンシーの三つのカテゴリー 

 

 

・図 2. e-schoolbag の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

・図 3. エストニアの教育体制についての模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 相互作用的に道具を用いる。 
 A：言語、シンボル、テクストを相互作用的に用いる能力 
 B：知識や情報を相互作用的に用いる能力 
 C：技術を相互作用的に用いる能力 
2. 異質な集団で交流する。 
 A：他人と良い関係を作る能力 
 B：協力する能力 
 C；争いを処理し、解決する能力 
3. 自律的に活動する。 
 A：大きな展望のなかで活動する能力 
 B：人生計画や個人的プロジェクトを設計し実行する能力 
 C：自らの権利、利害、限界やニーズを表明する能力 

図 2 ．e-schoolbag の仕組み
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図 3 ．エストニアの教育体制についての模式図

エストニアと日本の理科教育の比較から見える教育戦略と参考とすべき視点
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られる。また、それらの教材を全国の教員に共有でき、

教材に対しフィードバックを残せるような場を作成す

ることで、より ICT 教育を利用しやすい環境づくり

ができると考えられる。

今後、日本の理科教育において ICT 教育がますま

す進展し、より分かりやすい授業の実現に留まらず、

Society5.0に対応した人材が多く輩出されることを期

待する。
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Education Strategies and Reference Perspectives Obtained  
from a Comparison of Estonian and Japanese Science Education

WATANABE Naoshi and IGARI Gou

Abstract

Comparing science education in Japan and Estonia showed that (1) Estonia provides education with an emphasis 

on information processing ability, and the ministry's curriculum guideline contains more specific examples of ICT 

utilization than Japan; (2) Japanese university students have less than half the independent study time compared 

to students receiving higher education (equivalent to a university) in Estonia; and (3) while the Japanese digital 

teaching material “NHK for school” is designed to make it easier for teachers to find teaching materials they 

want, the Estonian digital teaching material “e-schoolbag” allows teachers to upload teaching materials. We 

clarified that it is characteristic that the creators can easily modify the abundant amount of teaching materials 

and the viewers can leave feedback and comments. Through this research, for the future of science education 

in Japan, in addition to the current features of ICT education, it will be important to create an environment 

in which both teachers and students can easily use ICT education, such as the use of editable digital teaching 

materials as in Estonia.

Key words： Key Competencies, ICT in education, Science Education, Estonia, 
　 Programme for International Student Assessment

エストニアと日本の理科教育の比較から見える教育戦略と参考とすべき視点




